
熊本市市営住宅長寿命化計画

熊本市住宅審議会（本会議）

熊本市住宅課 平成31年3月22日

見直しについて 〔概要〕



１．市営住宅長寿命化計画 ０

●計画見直しの経緯

■熊本市市営住宅長寿命化計画 〔 2012（平成24）年－2021（平成33）年 〕

昭和40年代から50年代に大量に建設された市営住宅が順次更新時期を迎えることから、

効率的・効果的な維持管理を行うため、平成24年度に「市営住宅長寿命化計画」を策定。

平成28年度「公共施設等総合管理計画」で、市有建築物の総量削減方針等が示され、

国土交通省「公営住宅等長寿命化計画の策定指針」改定により、

中長期の視点を踏まえた管理方針や将来管理戸数の推計方針等が示されたことから、

これに基づき「市営住宅長寿命化計画」を見直す。

○ 対象団地 団地数127 管理戸数13,071戸（ 災害公営住宅326戸新規整備中 ）

○ 計画期間 2019年から2028年（ 平成31年度から10年間 ）



２．市営住宅の現状と課題 １

○ 具体的な目標
・ 公共建築物の総延床面積を40年間で20％削減

・ 公共建築物の目標耐用年数を70年とする

・ 民間活力の積極的な活用

○ 基本方針
・ 資産総量の適正化

・ 施設の長寿命化の推進

・ 施設運営に要する総コストの削減

◆ 原則70年間（耐用年限）管理

◆ 計画的な維持管理

◆ 計画的な更新

○ 用途廃止
・ 耐用年限を経過した場合

・ 特別な事由により引続き管理することが不適当な場合で、国土交通大臣の承認を得たとき

○ 建替事業
・ 耐用年限の1/2を経過した団地

●関連計画から求められる市営住宅の取組み

■熊本市公共施設等総合管理計画 〔 2016（平成28）年－2055（平成67）年 〕

■公営住宅法



２．市営住宅の現状と課題 ２

○ 居住誘導区域
人口減少下においても、商業・医療などの日常生活サービス機能や公共交通が持続的に維持される
よう、一定のエリアに人口密度を維持する区域

◆ 立地の適正化

◆ 民間賃貸住宅の利活用

◆ 更新（建替・用途廃止）による戸数削減

○ 住宅総数は世帯数を上回る （住宅数357,520＞世帯数308,000）H25統計

○ 賃貸用住宅の空家：30,310戸、危険な空家の対策とともに利活用等を一層強化

○ 市営住宅管理戸数に関する方針：人口減少社会の到来を見据え 総管理戸数を削減

●関連計画から求められる市営住宅の取組み

◆ 災害被災者対応

○ 被災者が恒久的な住まいへ移行できるよう災害公営住宅の提供などの支援に取り組む

■熊本市立地適正化計画 〔 2016（平成28）年－ 2025（平成37）年 〕

■熊本市住生活基本計画 〔 2015（平成27）年－ 2024（平成36）年 〕

■熊本市震災復興計画 〔 2016（平成28）年－ 2019（平成31）年度 〕



３．市営住宅の取組みの方向性と手段 ３

１．計画修繕

２．改善事業

方 向 性 手 段求められる取組み

適正な維持管理

管理戸数の削減

５．民間賃貸住宅の利活用

４．用途廃止

３．建替

5. 民間賃貸住宅の利活用

7. 災害被災者対応

4. 立地の適正化

6. 更新による戸数削減

2. 計画的な維持管理

3. 計画的な更新

1. 原則70年間管理

６．災害公営住宅

災害対応
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著しい困窮年収未満の世帯数（国土交通省推計プログラムより作成。H57（2045）年以降は、世帯率の変化率より推計。）

■将来ストックに対する取組み

３．市営住宅の取組みの方向性と手段 ４

耐用年限超過の増大
（2042 Ｈ54～）

H28震災による需要イメージ

■2015 H27 38,452世帯

県営住宅 6,836戸

市営住宅 13,071戸

民間賃貸住宅 18,545戸

2016（ H28 ）
震災復興計画

震災入居需要
（平均入居 約17.5年）

災害公営

既存ストック

民間賃貸住宅（居住中）
全118,310戸

市世帯数の推計

著しい困窮年収未満
世帯数の推計

４０年後計画期間１０年間

■2055 H67 33,810世帯（推計▲4,642世帯）

県営住宅 5,470戸（▲1,366 ▲20％）

市営住宅 10,450戸（▲2,621 ▲20％）

民間賃貸住宅 17,890戸（▲655）

民間賃貸住宅
活用

適正な維持管理
長期活用

管理戸数の削減
削減目標20％

災害対応
災害公営等



４．市営住宅の取組みの方向性と手段＜適正な維持管理＞ ５

5. 民間賃貸住宅の利活用

7. 災害被災者対応

4. 立地の適正化

6. 更新による戸数削減

2. 計画的な維持管理

3. 計画的な更新

1. 原則70年間管理 １．計画修繕

２．改善事業

６．災害公営住宅

５．民間賃貸住宅の利活用

４．用途廃止

３．建替

適正な維持管理

管理戸数の削減

災害対応

方 向 性 手 段求められる取組み



４．市営住宅の取組みの方向性と手段＜適正な維持管理＞ ６

手 段 具体的な手法

定期点検、点検結果の反映

建物躯体、内外装、設備等の経年劣化に応じた修繕

予防保全観点から外壁改修や屋上防水等の修繕

（福祉対応型）住戸内手摺、段差解消、浴槽高齢者対応

（長寿命化型）外壁・屋上改修、給排水管耐久性向上、
（外灯LED化）

（安全性確保型）外壁落下防止、EV改修

修繕周期の設定
外壁、屋上防水、畳（25年）給湯器、ポンプ（15年）等

１．計画修繕

２．改善事業

３．建替

（居住性向上型）風呂設備設置

居住環境を現在水準へ更新
（住戸規模、設備、バリアフリー、省エネルギー、付帯施設等）



４．市営住宅の取組みの方向性と手段＜適正な維持管理＞ EX

２．改善事業の事例

（居住性向上型）風呂設備設置

（福祉対応型）住戸内手摺、段差解消、浴槽高齢者対応

国ＨＰ等より

（長寿命化型）外壁・屋上改修、給排水管耐久性向上（安全性確保型）外壁落下防止

３．建替事業の事例



５．市営住宅の取組みの方向性と手段＜管理戸数の削減＞ ７

7. 災害被災者対応

適正な維持管理

6. 更新による戸数削減

5. 民間賃貸住宅の利活用

4. 立地の適正化

2. 計画的な維持管理

3. 計画的な更新

1. 原則70年間管理 １．計画修繕

２．改善事業

５．民間賃貸住宅の利活用

４．用途廃止

３．建替

６．災害公営住宅

方 向 性 手 段求められる取組み

管理戸数の削減

災害対応



５．市営住宅の取組みの方向性と手段＜管理戸数の削減＞ ８

手 段 具体的な手法

住宅セーフティネットとしての利活用

需要が高く、立地利便性等が良好な住宅の更新

需要、立地利便性等が低調な住宅の管理終了

地域の公営住宅の需要を支える団地の更新

整備戸数の適正化（削減）

管理効率が低い団地・住棟の集約

地域コミュニティ・生活圏を考慮した統合・集約

３．建替

４．用途廃止

５．民間賃貸住宅の利活用



５．市営住宅の取組みの方向性と手段＜管理戸数の削減＞

■建替・用途廃止、民間賃貸住宅の利活用（イメージ）

９

■ H25住宅・土地統計調査 第84表　 住宅の建て方(5区分)，延べ面積(6区分)，１か月当たり家賃(19区分)別民営借家(専用住宅)数―市区

総　数 １か月当たり家賃 Monthly rent １か月当たり家賃(円)

Monthly rent (yen)

0円 80,000～ 不　詳

100   熊      本      市

民 営 借 家 (専用住宅) 総 数 118,310 1,710 180 240 370 730 2,230 5,300 25,890 25,800 25,070 18,840 5,700 4,250 2,020 47,900 48,614

　　　 29　　 ㎡　　以　　下 35,870 370 100 20 60 450 1,580 4,280 15,330 9,330 2,830 1,050 140 - 340 36,850 37,237

　　　 30　　  ～　 　　49㎡ 40,710 280 60 120 50 80 340 640 7,850 10,900 11,390 7,640 690 360 310 48,207 48,537

　　　 50　　  ～　　 　69㎡ 26,330 240 - 50 190 140 260 240 1,750 3,950 8,310 7,330 2,600 930 320 55,226 55,746

　　　 70　　  ～　 　　99㎡ 9,980 230 - 30 20 30 10 50 470 1,050 1,670 2,140 1,730 2,050 490 65,070 66,684

　　　100　　  ～　　　149㎡ 3,740 340 20 20 30 - 30 50 170 440 640 450 490 690 380 56,996 63,470

　　　150　　 ㎡　　以　　上 1,680 250 - - 10 40 - 40 320 130 230 230 40 210 170 45,341 54,285

住宅の建て方 (5区分),
延べ面積 (6区分) 1～5,000円

未満
5,000

～10,000
10,000
～15,000

15,000
～20,000

20,000
～25,000

25,000
～30,000

30,000
～40,000

40,000
～50,000

50,000
～60,000

60,000
～70,000

70,000
～80,000

家賃0円を
含む

家賃0円を
含まない

■ 低廉家賃＋最低居住面積を有する住宅 約 20,000戸
（全体118,310戸の約16％）

■ 空家も同様と仮定 30,310戸＊16％ 約 4,800戸
■ 新耐震 昭和56年以降 約88.0％

低廉家賃で一定質を有す民間賃貸住宅 ⇒  約 21,800戸

※地域の公営住宅の需要を支える唯一の団地は原則継続管理

居住誘導区域

居住誘導区域外



６．市営住宅の取組みの方向性と手段＜災害対応＞ 10

7. 災害被災者対応

適正な維持管理

6. 更新による戸数削減

5. 民間賃貸住宅の利活用

4. 立地の適正化

3. 計画的な更新

2. 計画的な維持管理

1. 原則70年間管理 １．計画修繕

２．改善事業

５．民間賃貸住宅の利活用

４．用途廃止

３．建替

６．災害公営住宅

方 向 性 手 段求められる取組み

管理戸数の削減

災害対応



大江

大江

渡鹿

菅原

宮内

新町
本荘東

琴平

南熊本

九品寺第二

九品寺第一

琴平第二

古川町
本荘

橋出世安

川鶴

本山

二本木

春日

春日第二

黒髪

池田上の原

上岩迫

山下

万石

亀井

堂の前

宇留毛

高平

新地

楠

武蔵ケ丘

大窪
上の窪

楠第２

四方寄

鹿子木

弓削第２

下硯川

万石南

帯山

出水

北上

若葉

栄第１ 栄第２

託麻

東町

東本町

長嶺長嶺西新南部 戸島

東尾ノ上

下南部

佐土原

東町桜

月出

桜北

灰塚

秋津

長嶺東

新南部第２

月出西

小山

野越

八幡

笛田
横林

栗の内

野田

萩原

田迎

上ノ郷

城南

日吉

薄場

銭塘

土河原

合志

南部中央

白藤

鉾町
画図重富

廻江
国町

本町

塚原

萱木公営

塚原Ⅱ

下宮地

萱木小集落

花園上の原
花園

石神

団子原荒尾

井芹

高橋

半田

小島

池上

上代

温泉

上高橋

大塘

田底

豊田

豊田南
山本

菱形

萩迫

鐙田

舞尾 広住

西宮原

迫の下

江原

藤坂

田原

尾ノ上

九品寺

石神原

古庭坊 託麻原

渡瀬第 1

渡瀬第 2

水源

竜蛇平

泉ヶ丘

帯山第 2

帯山 A
保田窪第 1

保田窪第 2

小山田

北津留

堀の内

田崎

富の尾

健軍

新東町

武蔵ケ丘

八王寺

鉄砲塚

萩原

西戸島

八島

八反田

上熊本

東本町

新渡鹿
川鶴

本山

二本木

ｻﾝｼｬｲﾝ水前寺

山の上

江津湖

東町

■東町仮設

災害公営住宅（舞原第一）

災害公営住宅（白藤）

災害公営住宅（大江第二）

公営

単独

改良

小集落改良

県営

居住誘導区域
居住誘導区域
居住誘導区域

■秋津中央

災害公営住宅（秋津第二）

災害公営住宅（南熊本第二）

災害公営住宅（舞原第三）

災害公営住宅（塚原第二）

災害公営住宅（舞原第二）

管理戸数 戸数 団地数

公営住宅 12,220 113

単独住宅 166 4

改良住宅 613 7

小集落改良住宅 72 3

計 13,071 127

管理戸数 戸数 団地数

公営住宅 12,546 120

単独住宅 166 4

改良住宅 613 7

小集落改良住宅 72 3

計 13,397 134

仮称 団地数 棟数 戸数
舞原第一 1 1 19
白藤 1 1 76

大江第二 1 1 19
秋津第二 1 9 36
舞原第二 1 15 60
塚原第二 1 5 20
南熊本 1 2 80
舞原第三 1 4 16
計 8 38 326

災害公営住宅

⇒ 326戸整備

手 段

６．市営住宅の取組みの方向性と手段＜災害対応＞ 11

具体的な手法

６．災害公営住宅



災害公営住宅

用途廃止

建 替

管理戸数
13,071戸

維持管理

計画修繕

改善事業

７．市営住宅長寿命化計画の概要（中長期展望） 12

2019 204920392028

6.災害公営

1.計画修繕
畳・給湯器・風呂釜
・ポンプ 等

2.改善事業
外壁改修・屋上防水
・給排水・手摺・EV・
風呂設備・外灯LED
等

1.計画修繕
畳・給湯器・ポンプ 等

2.改善事業
外壁改修・屋上防水
・給排水・手摺・EV・
風呂設備・外灯LED
等

1.計画修繕
畳・給湯器・ポンプ 等

2.改善事業
外壁改修・屋上防水
・給排水・EV・風呂設
備・外灯LED 等

1.計画修繕
畳・給湯器・ポンプ 等

2.改善事業
外壁改修・屋上防水
・給排水・EV・外灯L
ED 等

公共施設等総合管理計画（2016年から40年間）市営住宅長寿命化
計画期間

20382029 2048 2055

4.用途廃止 4.用途廃止 4.用途廃止4.用途廃止

3.建替 3.建替 3.建替 3.建替

耐用年限70年
超過団地 約590戸

耐用年限70年
超過団地 約2500戸

耐用年限70年
超過団地 約2200戸

耐用年限70年
超過団地 5戸

統合や集約の手法や事業時期は個別検証

現状水準維持

改善事業は時代水準を勘案し適宜見直し

目標戸数
10,450戸

公共施設等総合管理計画 資産総量目標へ



８．市営住宅長寿命化計画の概要（計画期間事業量） 13

約8,200戸

長寿命化計画期間 〔2019-2028年 10年間〕
対象事業 〔予定〕

約4,500戸

47戸
（継続事業1団地）

392戸を約200戸
（継続事業2団地含む4団地）

326戸
（事業完了8団地）

約7,900戸

約6,300戸

5戸
（70年超過団地3団地）

321戸を約260戸
（経年団地3団地）

1～5年目 ６～10年目
手 段

管理戸数 約20戸増
現状水準維持

継続検討 （登録なし）

重 複 あ り

１．計画修繕

２．改善事業

５．民間賃貸住宅の利活用

４．用途廃止

３．建替

６．災害公営住宅



８．市営住宅長寿命化計画の概要（計画期間事業量） EX

畳 ：畳取替

湯 ：給湯器取替

ポ ：ポンプ取替

外 ：外壁改修

屋 ：屋上防水改修

管 ：給排水ガス管・電気改修

住 ：住戸改善(手摺)

廃 ：用途廃止

建 ：建替(解体・建設)

計画

修繕

改善

事業

項目

■計画修繕・改善事業実施（ライフサイクルコスト）のイメージ

校区 団地 棟
戸

数

設置

年度
’19 ’20 ’23 ’24 ’25 ’26 ’27 ’28 ’29 ’30 ’31 ’32 ’33 ’34 ’35 ’36 ’37 ’38 ’39 ’40 ’41 ’42 ’43 ’44 ’45 ’46 ’47 ’48 ’49 ’50 ’51 ’52 ’53 ’54

1棟 20 1969 ポ 管・住 畳 廃

2棟 30 1974 屋 ポ 住 湯 管 畳 建

3棟 30 1974 ポ 住 湯 管 畳 建

4棟 30 1982 屋・外 住 管 湯 ポ 畳 建

5棟 25 1982 屋・外 住 管 湯 ポ 畳 建

6棟 25 1982 屋・外 住 管 湯 ポ 畳 建

7棟 20 1982 屋・外 住 管 湯 ポ 畳 建

8棟 5 1982 屋・外 住 管 湯 ポ 畳 建

9棟 5 1982 外 住 管 湯 ポ 畳 建

1棟 34 1984 湯 屋・外 住 管 ポ 湯 畳 廃

2棟 4 1984 湯 屋・外 住 管 ポ 湯 畳 廃

’21

A

校区

a

団地

b

団地

屋

’22

湯

ポ

ポ

ポ

ポ

ポ

ポ

ポ

ポ

市営住宅長寿命化計画期間

計画修繕：約11,700戸
改善事業：約 8,800戸

全団地集計



９．公共施設等総合管理計画の推進体制 14

■熊本市公共施設マネジメントシステム
・ 財政運営との整合、施設の計画保全や再編等の全庁的な総合調整と進行管理
・ 今後見込まれる公共施設の更新費用に対し局横断的体制のもと様々な取り組みを検討

公共施設等総合管理計画

資産総量の適正化方針１

施設の長寿命化の推進方針２

施設運営に要する総コストの削減方針３

学 校

その他

住 宅

市営住宅長寿命化計画など

学校規模適正化基本方針
学校施設長寿命化計画など

個別長寿命化計画など

分野横断的な連携

公共施設等総合管理計画
実施計画（仮称）

反映
・改定

総合調整

反映

各分野での取り組みを検討

インフラ施設

個別長寿命化計画等

財政運営との整合
これらの取組みにより、総合的なコスト削減を目指す


